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原子力施設の事故時において、住民の避難計画の決定には放出された放射性プルームの挙動予

測が不可欠である。現在は、大気拡散シミュレーションを基本とした予測システムは原子力防災

のツールとして実用化されているものの、放射性プルームを実測できるツールは存在しない。本

研究では、技術革新の著しい無人航空機を用いて、大気中の放射性物質濃度を地上からの寄与や

機体への汚染と弁別して測定できるシステムの開発を目的とした要素技術開発を行った。また、

検出システムの開発とともに、放射性プルームの動きをリアルタイムに予測し、最適なフライト

プランを導出するアルゴリズムの開発を行った。本レポートは 3 か年計画の 1 年目の成果をまと

めたものである。
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 At the accident of nuclear facilities, a prediction of behavior of released radioactive plume 

is indispensable for the decision of the refuge plan of inhabitants. Currently, prediction 

system which is based on atmospheric dispersion simulation has been implemented for as a 

tool of the atomic energy disaster prevention. However, direct measurement method of 

radioactive plume has not existed. In this study, some component technologies were 

developed for establishment of direct measurement methods of radioactive plume using 

unmanned aerial vehicle whose technological innovation is remarkable. In addition, 

algorism of making flight plan was developed based on prediction model of radioactive 

plume. This report summarized the outcome of the first year with plan of three years.  
 
Keywords: Radioactive Plume, Unmanned Airplane, Coincidence Measurement, 
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1. はじめに 

 
原子力発電所事故が発生した際、迅速な住民の避難計画立案および被ばく線量評価を行う

上で、発電所から放出される放射性プルームの性状(構成する放射性核種や放射性核種ごとの

放射能濃度)や移流経路および分布を迅速かつ精度よく把握する必要がある。2011 年に発生

した福島第一原子力発電所事故後、放射性プルームの性状や移流経路に関する研究が行われ

ており、大気拡散モデルを用いた再現計算は多くの機関で実施されている。例えば、Katata 
et al., 20151)は大気拡散モデルに WSPEEDI-Ⅱ、海中拡散モデルに SEA-GREAN-FDM を使

用して再現計算を行っている 1)。再現計算の結果は、航空機モニタリングや地上測定から得

られた地上沈着量データと比較することで妥当性を検証している。また、放射性プルームが

モニタリングポストの上空を通過した際のγ線検出器のデータや LaBr3シンチレーション検

出器による地上の測定結果と計算シミュレーションで求めたレスポンス計算を組み合わせ、

放射性プルーム中に含まれていた放射性核種濃度推計を試みた例がある 2, 3)。当該研究例で

は、実際には、スペクトルの一定の精度における再現性が確認されたものの、放射性プルー

ムは地上数十メートルから放出され、上空を移流するため高さ方向の情報を得ることが難し

いことが考察されている。これらの先行研究例から、プルームの移流経路や分布を実測する

には、計算コードと放射線のシミュレーション計算を組み合わせた方法が有効であると考え

られる。ただし、地上からの測定データでは、沈着した放射性核種からのγ線がバックグラ

ウンドとなり高高度にあるプルームの特定が困難であると予想される。 
近年、ドローン等の無人飛翔体 (UAV) の開発は著しく、福島第一原子力発電所事故後、

放射線検出器と組み合わせたシステムが開発されている。国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構 (以下、JAEA)では、福島第一原子力発電所周辺のモニタリングや河川敷のモニタ

リングにヤマハ発動機社製の自律型無人ヘリコプターを活用している 4-6)。また、宇宙航空研

究開発機構 (以下、JAXA) と共同で燃費が良い飛行機型 UAV に放射線検出システムを搭載

したモニタリングシステム (Unmanned Airplane Radiation Monitoring System: UARMS) 
を開発している 7-9)。UARMS はすでに試作機まで開発されており、福島第一原子力発電所周

辺で実用機開発のための基礎データを取得しつつ、実用機の開発が進められている 10)。

UARMS の特徴は、長距離通信での無人飛行が可能 (最大約 100 km) 及び航続距離が長い 
(最大約 6 時間) ことが挙げられ、現在、原子力規制庁が実施している有人ヘリコプターを用

いた航空機モニタリングの代替技術としての適用が期待されているほか、将来的には原子力

防災への適用が可能と考えられている。このような、UAV を用いた放射線計測技術をプルー

ムの実測に適用することは、無人であるため人員の被ばく低減が可能であること及び空気中

でプルームを近い距離で実測できることから、利点が大きいと考えられる。 
一方、UAV を用いた放射性プルーム測定のためには、現状のシステムに加えて、計測シス

テムおよび解析手法の開発が必要である。従来の UARMS に搭載されている計測システムは

地表から放出されるγ線を測定するために設計されているが、放射性プルームを測定する場

合には検出器周辺 360 度方向に気体状の放射線源 (サブマージョン線源) が存在するため、

気体の計測に対応した検出器および解析方法が必要となる。つまり、ガンマ線の飛来方向に

応じた弁別が必要となる。γ線の方向弁別には複数検出器もしくは複数検出器結晶を用いた

同時計数測定が考えられる。白川 (2001)11)は、NaI および BGO シンチレーション検出器を

組み合わせたホスウィッチ検出器を用いて同時計測される確率の方向特性により放射線の入
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射方向を特定する検出器の開発を行っている 11)。福島第一原子力発電所事故後、カナダにお

いて同時計数を用いた事故起源の 133Xe を航空機モニタリングで測定した例も報告されてい

る 12)。このように同時計数と波高弁別による解析技術を応用することにより、高精度な放射

性プルーム核種弁別が実現できると考えられる。加えて、放射性プルームの測定には高いエ

ネルギー分解能が必要である。放射性プルームには多種類の核種が含まれており、それぞれ

の核種によるエネルギーピークを分解することが求められる。特に 131I、132I および 137Cs
はエネルギースペクトル上のピークが近接しているため、これらの定量を行う際には高い分

解能を持った検出器の選定が必要である。 
さらに、測定システム以外にも機体の汚染によるバックグラウンドの影響に関する検証も必

要となる。無人航空機は放射性プルーム中を飛行するため、機体や測定システム外装へのプ

ルームの付着が懸念される。そのため、放射性プルームに含まれる粒子が付着しづらい材料

の選択やどの程度粒子が付着し、どういった影響が及ぼされるかという情報が必要である。

このような検証のためには、プルームに含まれるエアロゾルの性質を把握しなければならな

い。福島第一原子力発電所事故時にエアロゾルサンプリングから放射性プルームに含まれて

いたエアロゾルの粒径や化学形態が調査されている 13)。 
そこで、本事業では、無人航空機を用いた放射性プルームの性状測定技術と運用に必要なツ

ールの開発を行う。具体的には、プルームによる自己汚染、地上からの放射線および上空に

おけるプルームの濃度を測定できる UAV に搭載可能な検出器の開発を行う。また、迅速な

測定のための効率的な飛行測線の設定も重要である。そこで、放射性プルーム放出時の気象

データと大気拡散計算から迅速に飛行測線を最適化できる飛行計画作成アルゴリズムの開発

を行う。さらに、測定結果を逐次フィードバックすることにより、さらに最適な飛行測線の

更新を行うことによって、より高精度な測定の実現を目指す。以上のように、無人飛行機に

よる放射性プルームモニタリングに必要な技術開発および運用に必要なツールの開発を平行

して実施することにより、緊急時の迅速かつ高精度な放射性プルームモニタリングに備える

ことが期待できる。 
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2. 無人航空機の開発状況について 
 

前章で記載したように、近年無人機の技術革新は目覚ましく、国内外で様々な製品が開発

されている。原子力災害時にプルームを測定する観点から無人機に求められる必要な最低限

の性能は以下の項目が挙げられる。 
① 機体と操作員間の距離が 5 km 以上取れること(操作員の被ばく防止)。 
② 航続時間が 1 時間以上 (目安) であること。 
③ 最大積載重量が 10 kg 以上であること。 
④ プログラム飛行が可能であること。 
 これらの性能を有する国内外の無人機の例を Fig. 2-1 に示す。無人機の種類は、固定翼機 
(飛行機タイプ) と回転翼機 (ヘリコプタータイプ) に分けられる。両タイプの一般的な利

点・欠点は以下のとおりである。 
・固定翼機 
(利点)燃費が良く航続時間が長い。 
(欠点)離着陸のための滑走路が必要(カタパルト方式で離陸できる機体もある)。 
・回転翼機 
(利点)ホバリングできるため、固定点での長時間測定等が可能。 
(欠点)固定翼機に比べると燃費が悪い。 

国内で開発されている JAEA と JAXA が共同開発している UAMRS は、航続時間 6 時間

で中継器を用いた 20 km 以遠からのオートパイロットの操縦実績があり、プルーム測定へ適

用する無人機の有力な候補である。本機体は実用機の試験段階で製品化はされていないが、

日本のメーカーが開発に 1 から携わっていることから細かい部分のカスタマイズが可能なと

ころに強みがある。UARMS の詳細は、次章で示す。国外に目を移すと米国にいくつか候補

がある。UAV factory 社の Penguin B は UARMS と似た設計の固定翼機で、20 時間の航続

時間が優位である 14)。また、数多くの納入実績を持ち、オプションとして衛星通信を使える

ことやカタパルト方式の離陸オプションがあることなど製品として完成されていると言って

よい。ただし、日本での運用実績がないことが唯一の課題と言える。また、AeroVironment
社の Puma AP は、他の 2 機種に比べると航続時間が短く、最大積載量が小さいが手投げで

離陸可能であること、バッテリー駆動が可能であること、胴体着陸型のため滑走路がいらな

いこと等メリットは多い 15)。本機は日本において運用実績があり、国立研究開発法人情報通

信研究機構では、Puma AP に携帯電話の中継器を搭載することで孤立地域の連絡手段を確

保するための研究を日本各地で実施している 16)。回転翼機では、すでに福島第一原子力発電

所事故後の環境放射線モニタリング等に利用されているヤマハ発動機社製 R-MAX G1 が挙

げられる。航続距離は、固定翼機に及ばないものの、1 時間 30 分のフライトが可能であり、

全国の農薬散布業務に国内で 1,000 台以上が運用されていること、操縦者の免許制度や保

守・メンテナンスの工場が全国に配備されていることなど、実運用面で優位な点が多い。さ

らに、2017 年 4 月から後継機になる Fazer R G2 がリリースされ最大積載重量が 3 倍以上に

増加されたこと及び衛星通信に対応し、機体と基地局の機体と操作員間の距離に制限がなく

なったこと等、更に性能が向上している 17)。本機はヤマハ発動機が独自に、10 年以上前か

ら開発を重ねてきたものであり、製品としての完成度が高く福島第一原子力発電所事故後の

環境放射線モニタリングの運用において 100 時間以上のフライトを行っているが、人的ミス
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以外の事故がなく信頼性も高いことも魅力である。 
バッテリーで駆動するマルチローターのヘリコプター (ドローン) は航続時間が最大でも

30 分程度であり、最大積載量も小さいため、原子力災害時のプルーム測定には活用は難し

い。しかしながら、現在、様々な機関において開発が行われていることおよび操作方法が簡

単であることからドローンの開発状況については今後も注意深く確認していく必要がある。 
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3. 無人飛行機(UARMS) 
 

UARMS のプラットフォームとなる無人航空機のベースは JAXA の技術を使用している。

無人航空機の詳細は、既報の論文 7-10)に詳しい。ここでは、概要を述べる。 
無人航空機は事故以前より JAXA と民間企業の間で研究開発が進められており、低燃費化

及びシステムの信頼性向上の結果、これまで連続滞空 20 時間以上の飛行性能が実証されて

いる。本機体は、離着陸時のマニュアル操縦を除いて、プログラムによる自動飛行が可能で

ある。UARMS はこの機体技術をベースとし、ベース機と機能向上機の 2 段階で現在開発し

ている。ベース機では、放射線検出器を搭載した状態で無人飛行機と放射線検出器の基本性

能を調査し、機能向上機ではさらに安全性の向上を目指して機能を付加するとともに、長距

離通信機器の装備による長距離プログラム飛行、山間地での飛行を想定して対地高度をほぼ

一定に保つように地形追従機能を持たせたものとして開発している。Fig. 3-1 に UARMS の

外観及び遠隔操縦用のコントロール PC の画面を示す。 
UARMS の主要諸元について Table 3-1 に示す。機体形式は、高翼双胴単発機で、エンジ

ン及びプロペラを胴体後方に配置するプッシャ方式を採用している。主翼構造は、主桁ボッ

クスに CFRP (炭素繊維強化プラスチック)を用いた発泡スチロールコア・バルサプランクを

用い、胴体構造には GFRP (ガラス繊維強化プラスチック)を採用した。 
機上のシステムは、センサ類(対地速度、気圧高度、対地高度及び外気温等を計測)、自動

操縦装置(GPS/INS、操縦信号処理装置、サーボ)、通信装置(データダウンリンク)、推進装

置、電源装置及び緊急回収用パラシュート等で構成される。主要機器は、耐故障性を向上さ

せるため、冗長方式を採用しており、例えば、操縦舵面であるエレベータを 3 分割、エルロ

ンを 2 分割し、舵面当たり 1 台のサーボを取り付け単一故障による機体制御への影響を小さ

くしている。 
地上のシステムは、パイロットが使用するプロポ、自動操縦オペレータの使用するコンソ

ール及びデータリンク・システム等で構成される。オートパイロットは、専用の飛行運用管

理ソフトウエア (UFOMS: UAV Flight Operation and Management System) により、表示

される地図上で飛行計画を作成できるだけでなく、フライト中の機体の情報や健全性を確認

することができる。また、速度、高度及び飛行経路の変更や RTB (Return to base) 等のコ

マンド送信も行える。 
また、放射線測定用の特別な機能として、地形追従の機能が付加されている。一般的に放

射線は距離により減衰し、上空から測る場合は高度により地上の放射線を測定する範囲が変

化する。そのような高度による減衰効果の補正には、後述するパラメータを使って補正を行

うことが可能であるが、対地高度を一定にフライトすることでより正確な測定が可能になる。

そこで、地上の DEM (Digital Elevation Model)  データを基に、自動的に高度を調整する

機能 (地形追従機能) を開発した。実際には、飛行プログラムの設定時、高度変更のコマン

ドを自動的にプログラム内に含める処理を行っている。また、本機能は、放射線を正確に計

測するためだけでなく、地上からの距離を一定に保てるため、安全上の効果もあると考えら

れる。 
実際の運用方法は以下の項目を想定している。 
1) モニタリング対象となる地域から 100 km 程度離れた地上基地局から遠隔操縦で離着

陸し、飛行測定する。 
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3. 無人飛行機(UARMS) 
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2) 自動操縦により、モニタリングを行う。 
3) 高度は航空法の制限内(150〜250 m 以下)とする。 
4) モニタリングデータは、地上基地局にダウンリンクし、リアルタイムで測定状況を把握

する。 
5) 帰投・着陸後にモニタリングデータをダウンロードし、詳細解析を行う。 
6) UARMS の運用は遠隔操縦者(パイロット)を含め、数名程度とする。 
 

 
Fig. 3-1 UARMS の構成 

 
Table 3-1 UARMS の主な諸元 

Length 2,700 mm 
Span 4,200 mm 

Height 1,315 mm 
Cruise speed 30 m/s 

Max. take-off weight 50 kg 
Engine displacement 100 cc 

Fuel Gasoline 
Max. pay load 10 kg 

Propellers 
26 in x 12 pitch 

(2 blades) 
Communications 2.4 GHz, UHF, Iridium 
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Data link 
(for control)

Control 
Box
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Detector 

Communic
ation box

Power 
supply

Ground Station
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4. 検出器の概要 
 
4.1 概要 
 原子力事故により放射性物質が環境中に放出された場合、その空気中の放射性物質の濃度

を把握することは住民の被ばくリスクを軽減する上で非常に重要である。空中の放射能濃度

を測定するには、直接プルームを測定する方法が確実であり、無人航空機は人が搭乗しない

ことから被ばくリスクの軽減が期待できる有用なツールである。しかし、これまでの検出器

では、空気中に分布する放射性物質、無人航空機に付着する放射性物質、地表面に沈着した

放射性物質を弁別することを考慮しておらず、空気中の放射性物質濃度を正確に評価ができ

ない懸念があった。今回、それぞれの放射線を弁別する新たな無人航空機用の検出器を設計

した。電子・光子輸送電場カスケードモンテカルロコードで検出器の応答を計算し、弁別能

力を検証した。 
 
4.2 基本方針 
 原子力事故時において、環境中に放出された放射性核種は大気中に存在するものと地表面

へ沈着するものに分かれ、上空から直接的にプルームを計測するには地上の影響と弁別する

必要がある。また、フライト最中に機体に付着する放射性核種からの放射線との弁別が必要

になる。Fig. 4-1 にプルーム測定の際の放射線の放出源イメージについて示す。このような

放射線の線源位置を弁別する手法として同時計測を利用する手法が考えられる。ここでは、

複数の検出器を横に並べ各々の検出器信号の同時計測率の差を利用し、上空の線源 (サブマ

ージョン) 及び地上の線源を弁別する構成を採用する。また、機体に付着した放射線との区

別は、ホスウィッチ検出器を採用し、検出器表面に付着した放射性核種起源のβ線とγ線の

同時計数率とサブマージョン線源からのγ線を区別する構成とした。検出器の基本構成と同

時計測のイメージについて Fig. 4-2 に示す。また、検出器はγ線を計測する検出器として

NaI シンチレーション検出器(NaI)とγ線のエネルギー分解能のよい LaBr3 検出器 (LaBr3) 

を採用し、付着した放射性核種との弁別用には、プラスチックシンチレーション検出器 (PS) 
と NaI を組み合わせたホスウィッチ検出器を想定した。これらの基本構成による弁別性能に

ついて、シミュレーションを行った結果を次章以降に示す。 
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Fig. 4-1 空中で測定する場合の放射線の放出源イメージ 

 

 
Fig. 4-2 検出器の基本構成と同時計測イメージ 

 

プルームからの放射線

地上からの放射線

機体に付着した
放射性核種からの

放射線

付着した放射性物質からの放射線の弁別
→ ホスウィッチ検出器を用いたβ-γ同時計測

プルームと地上からの放射線の弁別
→複数の検出器を用いた同時計測率による弁別
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4.3 シミュレーションによる弁別測定性能評価手法 
4.3.1 検出器の構造 

シミュレーションのための計算コードは電子・光子輸送電場カスケードモンテカルロコー

ド EGS5 を利用した 18)。一部、計算には PHITS を用いた 19)。検出器の計算コードに入力す

る構造は、1.0 inch (=2.54 cm) の LaBr3 の両側に 1.0 inch の NaI を地面と平行に並べた。

LaBr3 はエネルギー分解能が優れることから、核種を評価するスペクトル解析に用いる。検

出器の前方にβ線透過窓のついた PS を設置し、検出器に付着した放射性物質のβ線源を検

出する。検出器を模擬した体系について Fig. 4-3 に示す。なお、β線は Fig. 4-4 のように飛

程距離が短いことから、PS が電子を検出するためには透過窓を軽量な材質で薄くする必要

がある。そこで、計算における透過窓は、材質をポリエチレン (密度 0.9 g cm-3) 製で 0.5 mm
厚とした。測定ボックスの大きさは、16 cm x 24cm x 8 cm とした。 

 
Fig. 4-3 検出器の概観 

 

 

Fig. 4-4 β線のエネルギーと透過率の関係 
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4.3.2 線源分布 
 模擬した線源のジオメトリについて Fig. 4-5 に示す。空中のプルームはサブマージョン線

源 (直径 200 m の球内に均一の線源分布) を模擬した。地表面における線源は、無限平板の

形状で表面沈着 (土壌深さ方向への沈着状況を表す重量緩衝深度[β]: 0 g cm-2) とした。検

出器に付着し放射性物質は検出器の外壁に均一分布すると仮定した。線源核種は、134Cs、
137Cs および 131I を対象とした。なお、プルームの性状は必ずしもサブマージョンではなく

様々な形状が想定される。ここでは、検出器のレスポンス計算のためのシミュレーションで

あるため、必ずしも実際のプルームの大きさを模擬する必要はないが、直径 200 m という数

値が移流拡散上どのような数値なのかを言及しておく。一般的に、放出源から大気中に放出

された汚染物質はガウス分布に則った濃度分布を形成するといわれており、プルームの大き

さは風下への距離に比例する。風下距離とプルームの大きさの関係を表すパスキル・ギフォ

ード図の例について Fig. 4-6 に示す。本図は、大気安定度の平均的な数値である D として計

算している。図からみると、プルーム直径 200 m は拡散幅 100 m に相当するため、鉛直方

向の風下距離は 6,000m 地点及び水平方向は風下距離 1,500m 地点程度となる。 
 

 

Fig. 4-5 線源のジオメトリ 
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Fig. 4-6 大気安定度 D におけるパスキル・ギフォード図 
 
4.3.3 大気中の放射性物質による検出器への沈着 

大気中のエアロゾルが検出器へ沈着する程度は、検出器周辺の大気中の放射能濃度 (Bq 
m-3) の積算値と沈着速度 Vd (m s-1) から検出器に沈着した濃度 (Bq m-2 s) を計算すること

ができる。沈着速度 Vd は静止場等のさまざまな場でその算出方法が定義され、本研究は無

人航空機で飛行中の沈着を検討することから、乱流場における沈着速度の以下の式[1]を用い

た 21)。 

𝑉𝑉𝑑𝑑(𝜃𝜃) =
𝑉𝑉𝑡𝑡 cos(𝜃𝜃)

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 � 𝑉𝑉𝑡𝑡 cos(𝜃𝜃)
�𝑚𝑚𝜋𝜋� sin 𝜋𝜋

𝑚𝑚 �𝐾𝐾𝑒𝑒𝐷𝐷𝑚𝑚−1𝑚𝑚
� − 1

 
 
[1] 

ここで、Vd (θ)は、重力の向きと沈着面の法線がなす角度がθであるような壁面に沈着

する沈着速度であり、例えば鉛直下向きの面ではθ=0、上向きの面ではθ=πである。ター

ビン翼やプロペラ翼で乱流混合されている垂直円筒容器内での粒子の沈着では、式[1]中の

Ke、m の値がそれぞれ𝐾𝐾𝑒𝑒 ≈ 7.5(2𝜀𝜀0/15𝑉𝑉)0.5、m ≈ 2.7で与えられることが実験から見出され

ており、粒子沈着に及ぼす乱流の効果を乱流消費エネルギー (媒質単位質量あたり乱流によ

って消費されるエネルギー) 𝜀𝜀0の形で評価できることになる 22)。さらに、一様な電界や温度

勾配中に存在する粒子のように、粒子が場所に関わらず一定の力を受ける場合には、外力

による粒子の泳動速度を式[1]中の𝑉𝑉𝑡𝑡 cos(𝜃𝜃)に加えればよい。 
このように沈着速度は粒径により影響されることから、福島第一原子力発電所事故で放

出された 137Cs、134Cs および 131I の粒径を過去の文献から調査した。Doi et al., (2013) は
つくばで観測した放射性核種の粒径分布から放射性セシウム (137Cs、134Cs) の平均的な粒

径が 1.0 μm、131I は 0.7 μm だと報告している 23)。放射性セシウムは環境中に粒子状で

存在するが、131I は粒子状と気体状で存在しており、高濃度時に 5-8 割が粒子状との報告が

10

100
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10,000

100 1,000 10,000 100,000

拡
散

幅
( σ

: m
)

風下距離(m)
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あるため 24)、気体状の 131I の影響は今後検討する必要がある。ここでは、粒子状の 131I の

みを考慮する。沈着速度は、粒径以外に乱流消散エネルギーにも依存する。乱流消散エネ

ルギーは乱流による抵抗によって消費されるエネルギーで粒子の密度、気体速度および検

出器に帯電した静電気によっても沈着速度が変化すると考えられる。このように、実際の

沈着速度を推定することは難しいが、代表的な数値 21)として、ε=90.7 と仮定し、Table 4-1
に示した数値をシミュレーションに使用した。 

 
Table 4-1 シミュレーションで使用した 134Cs、137Cs、131I の推定沈着速度 

 134Cs, 137Cs 131I 
θ=π 4 E-4 2 E-4 
θ=π/2 5 E-5 7 E-5 
θ=0 0 1 E-6 

 
4.3.4 放射性物質の沈着量 

地表面への放射性物質の沈着速度は放射性物質の移流拡散シミュレーションアルゴリズム

の一種である WSPEEDI で用いられている数値 25)を参考にし、放射性セシウムと 131I の乾

性沈着速度をそれぞれ 3.0×10-3 m s-1、1.0×10-3 m s-1 とした。地面への放射性物質の沈着

量はプルーム濃度と沈着速度と沈着時間の積算で求められる。ここでは事故初期を想定し、

検出器の沈着時間は 30 分及び地上への沈着時間は 60 分とした。Table 4-2 にシミュレーシ

ョンで使用した沈着量の数値を示す。 
 

Table 4-2 検出器や地表面への放射性物質の沈着量 
 空中 検出器 地上 

沈着時間(min) - 30 60 
飛行機の移動速度 
(m s-1) 

- 30 - 

放射能濃度 
(Bq m-2 or m-3) 

1 ヨウ素：2.7×10-1 
セシウム：9.2×10-1 

ヨウ素：9.9×100 
セシウム：3.3×100 

 
4.3.5 検出器のレスポンス計算 

今回の計算体系において空中や地上由来の放射線が検出器へ入射する確率がとても低いこ

とから、検出器の応答計算に時間が必要になる。そこで計算効率を上げるために線源から検

出器周辺へ入射したフルエンスをはじめに求め、そのスペクトルを線源として検出器周辺か

ら照射する手法を用いた。計算内容を Table 4-3 に示す。 
空中に分布した放射性核種が放出するβ線(5 番)については、最大飛程距離から遠方は検出

器に届かず計算の無駄となるため、線源の半径を Table 4-4 に示す最大飛程距離とした。た

だ、照射した電子により励起される光子は検出器に到達することから別途 100 m の球で計算

して応答を求めた(3 番、4 番)。 
地上由来のγ線は空中や検出器由来と異なり等方から検出器に照射されないと考えられる。

そこで飛来方向やγ線エネルギー等を保持したダンプデータを作成し(8 番)、それを線源とし
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て検出器へ照射した(9 番)。 
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て検出器へ照射した(9 番)。 
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Table 4-3 計算概要 
(9 番の計算については PHITS を利用) 

 

 
Table 4-4 線源核種と飛距離 

核種 最大電子 
エネルギー (MeV) 

飛程 
(g cm-2) 

空中の飛距離 
(cm) 

線源体積 
(m3) 

131I 0.61 0.20 158 16.4 
134Cs 0.66 0.23 177 23.1 
137Cs 1.18 0.50 390 248.7 

 
4.4 シミュレーション結果 

シミュレーションを用いて空中、機体への自己汚染 (検出器)、地表面に 3 種類の放射性物

質が分布した際の検出器の同時計数率を計算した。放射性核種、検出素子や線源分布ごとに

計算した全エネルギーの計数率の一覧を Table 4-5 に、そして線源分布ごとの割合を Table 
4-6 に示す。すべての検出素子で空中由来の放射線の割合が 96 %以上となり、プルームの中

を測定するときは検出された計数を空中由来とみなして放射能濃度が評価できると考えられ

る。光電ピークの計数率を Table 4-7 に、その比率を Table 4-8 に示す。全計数率と同様に

空中由来が支配的な結果となった。 
プルームを通過した後に地上由来の放射能濃度を評価できるか検討するため、空中由来を

除いた検出器と地表面由来の全計数率の比率を求めた。Table 4-9 に示す LaBr3 と NaI の合

計計数率は地上由来の比率が高いのに対し、PS は異なる傾向を示し検出器由来の比率が高

くなった。これは、PS が検出器に付着した核種のβ線を検出しているためである。また、

Table 4-10 に示す光電ピークの計数率の比率を見ると、検出器由来が高くなった。このよう

にこれらの比率を利用することで、検出器由来を弁別できると期待できる。最後に同時計数

率の計数率と LaBr3 と NaI の合計計数率の比率を Table 4-11 にまとめた。このように、地

上からの放射線の同時計数率は、比較的低い。この地上からの同時計数率をもたらす状況を

理解するために、地上由来からの放射線の検出器への入射方向をシミュレーションした。シ

ミュレーションには、検出器を中心として 40 分割したエリアへの放射線の計数率を求めた。

シミュレーション結果を検出器に入射した計数率を 1 とした比率として Fig. 4-7 に示す。こ

のように、横方向から飛来する割合が低いため、同時計数率が低くなることが分かった。 

地上

光子 電子

球内

飛程距離

番号 1 3 5 6 7 8

番号 2 4 9

球表面2.5m
ダンプ

球表面2.5m 球表面2.5m
- - -

ガンマ線源

1回目
線源

半径100mの球内

To 検出器周辺

半径100mの球内

To 検出器周辺
検出器ボックス 検出器ボックス

地表面半径1km
To 検出器周辺

サブマージョン 検出器

ガンマ線源
ベータ線源

ガンマ線源 ベータ線源
核種

2回目
線源
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Table 4-10 検出器・地上から放出された光電ピークの検出器応答の比率 

 
134Cs 137Cs 131I 

 
LaBr3+NaI LaBr3+NaI LaBr3+NaI 

検出器 90% 88% 59% 
地上 10% 12% 41% 

 
 

Table 4-11 同時計数率と全計数率の比率 
 

 
134Cs 137Cs 131I 

空中 1.3% 1.3% 0.9% 
検出器 2.4% 2.3% 1.6% 
地上 0.7% 0.6% 0.4% 

 

 
Fig. 4-7 地上に分布した放射性物質のガンマ線が上空で飛来する方向  
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4.5 試作機の開発 
4.5.1 試作機の構成 

前述したようなシミュレーション結果を基に、プルーム計測用の検出器の試作を行った。

試作した検出器の構成を Fig. 4-8 示す。検出器は、中央に核種弁別測定用の LaBr3 検出器 (1 
inch×1 inch) を配置し、左右に NaI 検出器 (1’’×1’’) とした。左右の NaI 検出器の 1 つは

PS とのホスウィッチ検出器とした。各検出器の信号は、線量の ASIC (application specific 
integrated circuit: 特定用途向け集積回路) に入力し、γ線スペクトルと各検出器との同時

計数 (コインシデンス) を処理できるようにした。同時計数とする時間は、検出器から出力

される波形幅や不感時間を考慮し 1.2 μs 以内と設定した。試作した検出器の外観を Fig. 4-9
に示す。検出器の名称は、Det_NaI01、Det_LaBr3、Det_NaI02 と表記する。NaI 検出器及

び LaBr3 検出器のバックグラウンドスペクトル及び 137Cs 線源を照射した際のスペクトルを

Fig. 4-10 に示す。LaBr3 シンチレータは、137Cs の放出するγ線のエネルギーピークに対し、

半値幅が 1.8 %～2.0 % とエネルギー分解能に優れている。しかしながら、自己汚染がある

ことが知られ、227Ac の子孫核種、La の放射性同位元素である 138La が主な成分となる。227Ac 
の子孫核種は、211Pb および 207Tl のβ壊変によりさらに 1,400 keV までのβ線を放出する。

また、227Th、223Ra、219Rn、215Po 及び 211Bi からのα線が放出される 26)。 
 

 
Fig. 4-8 試作した検出器の構成 
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Fig. 4-9 試作した検出器の外観 

 

 
(a) Det_LaBr3                            (b) Det_NaI01 

Fig. 4-10 試作した検出器のγ線スペクトル 
 
4.5.2 LaBr3 の自己汚染による同時係数 

前述したように、LaBr3 シンチレータはγ線のエネルギー分解能が優れているものの、γ

線放出核種を含めた自己汚染があることが知られている。シンチレータから放出されるγ線

は隣に配置される検出器と距離が近いため、同時計数率のバックグラウンドが上昇すると考

えられる。ここでは、Det_LaBr3を中心に配置した場合の同時計数率について実験を行った。

なお、以降、同時計数率とは、以下のような 1 つの検出器の全計数率を分母とした同時計数

の割合と定義する。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑁𝑁1/𝐿𝐿 =
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑁𝑁1/𝐿𝐿

𝑅𝑅𝐿𝐿
× 100 [2] 
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𝑅𝑅𝑅𝑅𝑁𝑁2/𝐿𝐿 =
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑁𝑁2/𝐿𝐿

𝑅𝑅𝐿𝐿
× 100 [3] 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑁𝑁1/𝑁𝑁2 =
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑁𝑁1/𝑁𝑁2

𝑅𝑅𝑁𝑁1
× 100 [4] 

ここで、RC は同時計数率、CC は 1 秒当たりの同時計数、C は全計数率を示す。N1/L は

Det_NaI01 をキッカーパルスとした Det_LaBr3 の同時計数、N2/L は Det_NaI02 をキッカ

ーパルスとした Det_LaBr3 の同時計数および N1/N2 は Det_NaI01 をキッカーパルスとした

Det_NaI02 の同時計数と定義した。 
Fig. 4-12 に同時計数率の比較測定を行った検出器の配置パターンを示す。配置パターン 1

として通常の配置 (検出器間の距離 60 mm) 、配置パターン 2 として検出器の距離を取った

配置、配置パターン 3 として Det_NaI01 と Det_LaBr3 間に鉛遮蔽を配置したパターンおよ

び Det_LaBr3 を後方に配置したパターン 4 とした。これらの配置パターンで、バックグラウ

ンドを 600 秒計測し同時計数率を求めた。各配置パターンの同時計数率の測定結果を Table 
4-12 に示す。配置パターンの同時計数率をみると隣り合った検出器の同時計数率はそれぞれ

0.43 および 0.44 となった。一方、Det_LaBr3 を後方に配置した配置パターン 4 では NaI 同

士の同時計数率も配置パターン 1 で得られた数値と同等であったため、この同時計数は空気

中のラドン子孫核種や地上からの放射線に起因するものと考えられる。すなわち、LaBr3 の

自己汚染に起因する同時計数は無視できる。一方、距離を離した配置パターン 2 では顕著に

同時計数率が減少したこと、鉛遮蔽を行った配置パターン 3 では同時計数率が上昇したこと

から、検出器自身が散乱体となり同時計数率に大きな影響を与えていることが示唆される。 
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Fig. 4-11 検出器の配置パターン 

 
  

(a) 配置パターン1 (b) 配置パターン2

(c) 配置パターン3 (d) 配置パターン4
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Fig. 4-11 検出器の配置パターン 

 
  

(a) 配置パターン1 (b) 配置パターン2

(c) 配置パターン3 (d) 配置パターン4

JAEA-Research 2017-012 

- 23 - 

Table 4-12 各配置パターンによる同時計数率 

  
同時計数率 (%) 

 
配置概要 RCN1/L RCN2/L RCN1/N2 

配置パターン 1 検出器間 60 mm 0.43 0.44 0.03 

配置パターン 2 検出器間 150 mm 0.06 0.09 0.04 

配置パターン 3 
Det_NaI01 と Det_LaBr3 間

に 5 cm の鉛ブロックを配置 
0.11 0.01 0.02 

配置パターン 4 Det_LaBr3 を背面に配置 0.01 0.02 0.48 

 
 
4.5.3 ラドンチャンバにおける同時係数率測定試験 
 プルーム線源による同時計数率と陸上からの放射線照射時の同時計数率の違いを模擬する

ために、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所内にあるラドン

実験棟においてラドン子孫核種の暴露試験を実施した。ラドン実験棟内には床面積約 10 m2 
(2.72 m×3.61 m)のチャンバが設置されており、その内部に 226Ra 線源から放出されるラド

ン子孫核種の量を調整することにより、サブマージョン状態が模擬できる 27)。ラドン濃度は

通気型電離箱式の検出器である Genitron 社製の AlphaGUARD PQ2000PRO を用いて測定

される。ウラン系列のラドン子孫核種から放出されるγ線及び壊変系列について、Fig. 4-12
に示す。このように、ラドンチャンバ内では複数のγ線の測定が可能である。 

ラドンチャンバ内にプルーム測定用検出器を配置した写真を Fig. 4-13 に示す。検出器は

金属ラック上の約 1 m に設置した。測定は、チャンバ内のラドン濃度が 0 Bq m-3 のときに

30 分間、3 kBq m-3 および 4.5 kBq m-3 となった際に 60 分間行った。Fig. 4-14 に試験時の

ラドンチャンバ内のラドン濃度の変動及び温湿度の変動について示す。なお、図内の黄色枠

の時間内に測定を行っている。Fig. 4-15 にラドン暴露時のγ線スペクトルの例を示す。この

ようにラドン子孫核種から放出されるγ線を検出していることが分かる。このような測定を

実施した際の同時計数率について Table 4-13 に示す。表には比較としてチャンバ内で計測し

た 137Cs の点線源を下方に配置し同時計数率を測定した結果を示す。なお、0 Bq m-3 (BG)に
おける RCN2/L と RCN1/N2 は設定の不調でデータ取得ができなかった。RCN1/L における 137Cs
の下方照射及びラドン暴露時を比較すると、同時計数率に約 0.1 %程度の差があることが分

かった。一方 RCN2/L では、0.6%の差があり RCN1/L の数値と一致しなかった。これは、ラド

ン濃度が変化しても同様な傾向であったことからシステムの特性ではなく、Det_NaI01 と

Det_NaI02 の位置関係の違いによると考えられる。また、137Cs の下方照射時の RCN1/L 及び

RCN1/L の差については、原因が不明であるため、今後再試験等を実施する必要があると考え

られる。しかしながら、ラドン暴露時と下方照射時における同時計数率に明確な差が出たた

め、システムのコンセプトとしては妥当であると考えられる。 
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Fig. 4-12 ウラン系列と主なγ線エネルギー 

 

 
Fig. 4-13 ラドンチャンバ内の試作機の配置 
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Blanching 
ratio (%)

Pb-214 U 352 37.6

Bi-214 U 609 46.1
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Bi-214 U 1,120 15.1

Bi-214 U 1,765 15.4
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Fig. 4-14 チャンバ内のラドン濃度の変化と測定のタイミング 

黄色で示した時間帯に測定を実施。 
 

 

(a) Det_LaBr3                          (b) Det_NaI 
Fig. 4-15 ラドン子孫核種測定時のγ線スペクトル (ラドン濃度 4.5 kBq m-3) 

 
 

  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0

1

2

3

4

5

6

7

10:00 14:00 18:00 22:00 2:00 6:00 10:00

温
度

[℃
], 
湿

度
[%

]

ラ
ド
ン
濃

度
[k

Bq
 m

-3
]

日時

ラドン濃度

温度

湿度

0.0016

0.016

0.16

0 1,000 2,000 3,000

C
ou

nt
 ra

te
 (s

-1
)

Gamma energy (keV)

Rn chamber
Background

0.0016

0.016

0.16

0 1,000 2,000 3,000

C
ou

nt
 ra

te
 (s

-1
)

Gamma energy (keV)

Rn chamber
BackgroundPb

-2
14

: 6
09

 k
eV

Bi
-2

14
:

1,
12

0 
ke

V

Bi
-2

14
 :

1,
12

0 
ke

V

Pb
-2

14
: 6

09
 k

eV

JAEA-Research 2017-012

- 25 -



JAEA-Research 2017-012 

- 26 - 

Table 4-13 ラドン濃度と同時計数率 
 

 
同時計数率 (%) 

 
RCN1/L RCN2/L RCN1/N2 

BG 0.02 - - 

137Cs 下方照射 0.50 0.05 0.00 

3 kBq m-3 0.59 0.64 0.07 

4.5 kBq m-3 0.58 0.69 0.08 

 
 
4.5.4 同時計数率の方向特性 

プルーム計測用の検出器による放射線飛来方向推定の可能性を検討するため、137Cs 点線

源の位置変化による同時計数率の変化に係る実験を実施した。本実験の概略図を Fig. 4-16 
同時計数率の方向特性実験の概略に示す。検出器間距離は 65 mm とし、はじめに BG 計測

を 3600 秒間行なった。次に 137Cs 線源と検出器を同じ高さになるよう固定し、レーザー距

離計を用いて線源-検出器実効中心間距離が 30 ± 1 cm となるよう線源を設置した。検出器の

正面に線源を設置したときの線源位置を 0°とし、線源を左右に 30°刻みで 90°まで移動させ、

各線源位置においてガンマ線計測を 60 秒間行なった。このような測定を実施して得られた

同時計数率の変化を Table 4-14 および Fig.4-17 に示した。線源の位置により同時計数率は

変化し、RCN1/L と RCN2/L は線源位置 0°を基準にほぼ左右対称形となった。Det_NaI01 お

よび Det_NaI02 は Det_LaBr3 を中心に左右対称な配置となっており、同時計数率の変化は

検出器の配置を反映していると考えられる。RCN1/L は線源位置が-90°のとき最小となり、線

源位置が 90°に近づくにつれ大きくなった。線源位置が-90°のとき、Det_NaI01 と線源と

の距離が相対的に大きくなり、さらに Det_NaI02 が散乱体となり Det_NaI01 および

Det_LaBr3 にガンマ線が最も同時入射しにくいため、RCN1/L は最小値になったと考えられる。

そして線源位置が 90°に近づくにつれ、Det_NaI01 と線源が相対的に近づき、さらに

Det_NaI02 による影響が小さくなり、同時入射が起こりやすくなり RCN1/L が増加していっ

たと予想される。この同時計数率の変化は線源と検出器との位置関係を反映しており、ガン

マ線飛来方向推定への応用が期待できる。 
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Fig. 4-16 同時計数率の方向特性実験の概略図 

 
Table 4-14 同時計数率の方向特性 

 
同時計数率(%) 

線源位置(°) RCN1/L RCN2/L 

-90 0.69 2.72 
-60 1.28 2.04 
-30 1.22 1.53 
0 1.20 1.29 

30 1.42 1.32 
60 1.76 1.37 
90 2.27 0.57 

 
 

 
Fig. 4-17 同時計数率の方向特性  

0°

-30°

-60°

-90°

30°

60°

90°

30±1 cm

137Cs線源

実効中心 実効中心

LaBr3 NaI(Tl)-01

65m m

NaI(Tl)-02検出器

実効中心

65m m

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

-90 -60 -30 0 30 60 90

同
時

計
数

率
(%

)

線源位置(°)

RCN1/L RCN2/LRCN1/L RCN2/L 

JAEA-Research 2017-012 

- 27 - 

 
Fig. 4-16 同時計数率の方向特性実験の概略図 
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Fig. 4-17 同時計数率の方向特性  
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5. 放射性プルームの予測計算手法の検討 
 
5.1 はじめに 

原子力災害時におけるプルーム測定のためのフライトプランを自動的に作成するアルゴ

リズムを試作した。システムは、事故時に大気放出された放射性雲の移流経路を予測し、無

人飛行機で測定するためのフライトプランを作成し、結果を表示するものである。システム

は、大気拡散シミュレーションプログラム、フライトプラン作成プログラム、予測情報可視

化プログラム及び測定データ可視化プログラムから構成される。作成されたフライトプラン

は UFOMS (Unmanned aerial vehicle Flight Operation and Management System) に入力

される。システムの構成を Fig. 5-1 に示す。気象データ、地形等に関するデータ、放射性プ

ルーム放出に係る情報から大気拡散モデルを用いて放射性プルームの移流および拡散計算を

行い、予測情報を 10 分間隔で出力する。この予測情報を基に、無人機に纏わる情報と合わ

せてフライトプランの作成を行う。フライトプランに沿った飛行および測定を実施しながら

逐次、測定データを地図上に可視化する。 
 

 

Fig. 5-1 フライトプラン作成アルゴリズムの概要 
 
5.2 大気拡散シミュレーション 

事故時に放出された放射性プルームの移流経路を予測するためのリアルタイム拡散予測シ

ステムの構築のために必要なデータ及び数値モデルについて調査し、対比検討を行った。 
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化プログラム及び測定データ可視化プログラムから構成される。作成されたフライトプラン

は UFOMS (Unmanned aerial vehicle Flight Operation and Management System) に入力

される。システムの構成を Fig. 5-1 に示す。気象データ、地形等に関するデータ、放射性プ
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Fig. 5-1 フライトプラン作成アルゴリズムの概要 
 
5.2 大気拡散シミュレーション 

事故時に放出された放射性プルームの移流経路を予測するためのリアルタイム拡散予測シ
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5.2.1 放射性プルーム大気拡散予測モデル 
放射性プルーム大気拡散予測モデルとして、ガウスプルームモデル 28, 29)、ガウスパフモデ

ル 30, 31)、粒子モデル 32, 33)が考えられる。 
ガウスプルームモデルはプルームが定常的に放出され、平坦な地形かつ一定風向と仮定し

た場合、風向に対して鉛直方向、直角方向の濃度分布をガウス分布で表現したモデルである。

一方、ガウスパフモデルはプルーム進行方向に対する拡散も含めた 3 次元的な拡散をガウス

分布で表現したモデルである。また、プルームの流れを微小時間間隔で放出されるパフの重

なりとして計算するため、非定常・日均質な拡散場での濃度計算に適している。粒子モデル

は物質を多数の粒子で模擬し、平均風と乱流による粒子の移動を追跡するモデルである。物

質の移流を詳細に表現することが可能であるが、高精度で計算を行うためには大量の粒子を

必要とするため、計算コストがかかる。本研究のような迅速性が求められる計算には適合し

ない。よって、ガウスパフモデルが適当であると考えられる。以下にガウスパフモデルにつ

いて記述する。 
ガウスパフモデルは煙流の流れを微小時間間隔で放出される、一つ一つの煙塊の重なりと

して移流・拡散を表現するモデルである。非定常・非均質な拡散場での濃度推定に利用でき、

計算コストも少ない。 
パフの移流は風向と風速のデータをもとに計算される。時刻 t+Δt におけるパフ中心の

(x,y,z)座標は、時刻 t におけるパフ中心の(x,y,z)座標から式[5]に基づいて計算する。 
tttt utxpxp ⋅∆+=∆+  

tttt vtypyp ⋅∆+=∆+  

tttt wtzpzp ⋅∆+=∆+  
[5] 

xpt, ypt, zpt ：時刻 t におけるパフの中心の座標 (m) 
Δt ：パフの放出時間間隔 (s) 
u, v, w ：地点(xp,yp,zp)における x,y,z 方向の風速成分(m/s) 

核種の濃度はパフの中心部を最大濃度とし、中心から離れるにつれて濃度が減少するとい

うガウス分布(正規分布)で表される。図中のσx、σy、σz は濃度分布の x 軸方向、y 軸方向、

z 軸方向の広がりのパラメータであり、濃度分布の標準偏差を示す。パフモデルではσx = σy

として扱う。濃度分布の広がりのパラメータは気象指針の濃度分布の計算式に従う。 
評価地点(x,y,z)における、パフ IP による核種 i の大気中濃度は数式[6]で求める。 

𝜒𝜒𝑖𝑖,𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑥𝑥,𝑦𝑦,𝑧𝑧 =
𝑄𝑄𝑖𝑖,𝐼𝐼𝐼𝐼

(2𝜋𝜋)1.5 × 𝜎𝜎𝑒𝑒𝐼𝐼𝐼𝐼 × 𝜎𝜎𝜎𝜎𝐼𝐼𝐼𝐼 × 𝜎𝜎𝜎𝜎𝐼𝐼𝐼𝐼
∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

(𝑒𝑒𝑒𝑒𝐼𝐼𝐼𝐼 − 𝑒𝑒)2

2𝜎𝜎𝑒𝑒𝐼𝐼𝐼𝐼2
� ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

(𝜎𝜎𝑒𝑒𝐼𝐼𝐼𝐼 − 𝜎𝜎)2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝐼𝐼𝐼𝐼2
�

∙ �𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �−
(𝜎𝜎𝑒𝑒𝐼𝐼𝐼𝐼 + 𝜎𝜎)2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝐼𝐼𝐼𝐼2
� + 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

(𝜎𝜎𝑒𝑒𝐼𝐼𝐼𝐼 − 𝜎𝜎)2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝐼𝐼𝐼𝐼2
�� × 𝑅𝑅𝑖𝑖 

 

[6] 

 χi,IP,x,y,z  ：評価地点(x,y,z)の点における、パフ IP による核種 i の大 
     気中濃度 (Bq m-3) 
 Qi,IP  ：パフ IP 中の核種 i の核種量 (Bq)  
 σxIP,σyIP,σzIP ：パフ IP の濃度分布の x,y,z 軸方向の広がりのパラメータ (m) 
 x,y,z  ：評価地点の座標(m) 
 xpIP,ypIP,zpIP ：パフ IP の中心座標(m) 
 Ri  ：パフ中核種の残存率 
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 パフは放出後、物理崩壊、乾性沈着、湿性沈着によってパフ中の核種量が減少するため、

残存率 Ri は物理崩壊による残存率 RLi 乾性沈着による残存率 Rd,i(t)、湿性沈着による残存

率 Rw,i(t)から以下の式[7]から計算する。 
Ri = RL,i × Rd,i × Rw,i [7] 

 また、RL,i、Rd,i、Rw,i はそれぞれ以下の式[8]から算出する。 

( )tR iLi ×−= λexp  

( ) ( )∏
=

×− ×−=×−×=
NT

1IT
)IT(,,)(,,)(,,)(,, expexp ttRR tidtidttidtid ∆Λ∆Λ ∆∆  

( )
( )∏

=
×

−

×−=

×−×=
NT

1IT
)IT(,,

)(,,)(,,)(,.

exp

exp

t

tRR

tiw

tiwttiwtiw

∆Λ

∆Λ

∆

∆

 

[8] 

λi ：核種 i の物理的崩壊定数 (s-1) (=ln(2)/HLi) 
HLi ：核種 i の物理的半減期 (s) 
t ：パフが放出されてからの経過時間 (s) 
Δt ：パフの時間間隔 (s) 
Λd,i,(t) ：放出後 t 秒後における全地表面への核種 i の相対乾性沈着率 (s-1) 
NT ：パフが放出されてからの経過ステップ数 
Λw,i,(t) ：放出後 t 秒後における核種 i の洗浄係数 (s-1) 

b
tiw Ia ⋅=Λ )(,  

a,b ：洗浄係数パラメータ[-] 
I ：降水強度[mm/h] 

 
5.2.2 気象データ 

ガウスパフモデルを用いて放射性プルームの移流経路をリアルタイムで予測するためには

放出開始時刻から無人機による測定終了時刻までの期間の、風向、風速、大気安定度のデー

タが必要となる。気象データとしては、サイト気象、GPV データ 34)、その他の地上気象観

測値が挙げられる。 
 
5.2.2.1 サイト気象 

サイト気象は該当地域の事業所等で観測されている気象データのことである。サイト気象

を使用する場合はサイト気象の風向、風速、大気安定度及び測定高度を用いて、放出高度に

おける一様風を作成する。評価対象領域の気象はサイト気象(風速、風向、大気安定度、降水

量)で代表されると仮定し、ユーザーが設定したサイト気象のみを用いて、一様な風速場を作

成する。地形は考慮しない。サイト気象と放出高度に差異がある場合には、風速のべき乗則

を用いて風速の高度補正を行う。ある地上高さ z での風速は、式[9]に示す風速のべき乗則で

計算することができる。P 値は Table 5-1 から大気安定度を基に設定する 35)。 

p
ssz zzuu )/(=  

[9] 
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p
ssz zzuu )/(=  

[9] 
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us ：観測点での風速[m/s] 
zs ：観測点の高度[m] 
uz ：高さ z での風速[m/s] 
P ：Pasquill 安定度(Table 5-1) 

 

 
Table 5-1 大気安定度に対する P の値 

Pasquill 安定度 A B C D E F,G 

P 0.1 0.15 0.20 0.25 0.25 0.3 

 
5.2.2.2 GPV データ 

GPV データは気象庁や米国海洋大気局等の気象予測モデルをスーパーコンピュータで計

算した予測値を指す。気象庁から配信されている GPV データは解像度、データ範囲の違い

ごとに全球モデル(GSM)、メソモデル(MSM)、局地モデル(LFM)に分けられる。GDM は全

球モデルであり解像度の粗さから、本研究には不適当と判断し、MSM および LFM の利用を

検討する。各データの仕様を Table 5-2 および Table 5-3 に示す。GPV データには初期時刻

における解析値と予報値が含まれている。予報時間は MSM が 39 時間、LFM が 9 時間であ

り、これらの予報値を使用することで、現在時刻から最大 24 時間程度の予測計算が可能で

ある。GPV データには、東西方向及び南北方向の風速成分が格子状に収められている。格子

点間隔は MSM が約 5 km、LFM が約 2 km である。また、それぞれのデータには 33 時間及

び 9 時間の予報値が含まれているため、それらを使用することで現在時刻から最大 24 時間

程度の予測計算が可能である。また、GPV 上層のデータには鉛直 P 速度(Pa/s)が収められて

いる。これを鉛直速度(m/s)に変換することで、鉛直方向の風速場も得ることができる。一般

に、鉛直 P 速度(hPa/h)は、0.03 を乗じて鉛直速度(m/s)に換算する。なお、鉛直 P 速度は、

上昇流のとき負の値を、下降流のとき正の値を取る。 
気象指針等で用いられる基本拡散式における拡散パラメータは、大気安定度によって分類

されている。基本拡散式に基づいたプルームモデルもしくはパフモデルを使用する場合は、

気象条件から大気安定度を求めておく必要がある。MSM 及び LFM 地上データには、上層・

中層・下層の雲量が収められていることから、大気安定度は、風速、太陽高度及び雲によっ

て分類する、ターナーの大気安定度分類を用いて決定する。ターナーの安定度階級 35)を Table 
5-4、安定度は Table 5-5 に示す安定度分類表を用いて、評価時の風速と実効日射インデック

スから取得することができる。 
実効日射インデックスは雲量と雲底高度から以下の(1)～(3)の手順で決定する。雲量は、

上・中・下層の雲量の最大値とし(マキシマム・オーバーラップ法)、雲底高度は、下層の雲

量が 0 の場合は 7,000 ft (2,133m)、下層及び中層の雲量が 0 の場合は 1,6000 ft (4,877m)と
した。 

(1) 雲量 10/10、雲底高度 7000 ft.以下では 0 とする。 
(2) 夜間については雲量≦4/10 の場合は-2 とし、雲量＞4/10 の場合は-1 とする。 
(3) 昼間については太陽高度を基に、日射インデックスを決定することができる。 
雲量≦5/10 の場合は太陽高度に応じた実効日射インデックスを Table5-6 から抽出する。

雲量＞5/10 の場合は Table5-6 から抽出した実効日射インデックスに修正が必要となる。雲
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底高度<7,000ft の場合は Table5-6 から抽出した日射インデックスから 2 を差し引く。雲底

高度≧7,000ft の場合は同様に 1 を差し引き、雲量 10/10 の場合は 1 を差し引く。これらの

いずれの条件にも適合しない場合は修正の必要はない。 
ここで、太陽高度 θ の算出方法を示す。太陽高度 θ は放出地点の緯度・経度及び日時から、

[10]式から計算される。 
sin𝜃𝜃 = 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ sin 𝛿𝛿 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠 ∙ cos 𝛿𝛿 ∙ cosh 

 
δ = 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠−1{0.39795 ∙ sin (𝜔𝜔 − 1.355074)} 

ω = 𝑀𝑀 + 0.033439 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑀𝑀 + 0.000349 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠2𝑀𝑀 
𝑀𝑀 = 0.017214 ∙ (𝑡𝑡′ − 2.36) 

 

[10] 

 
θ ：太陽高度(deg) 
ξ ：天頂角(deg)(=90°-θ) 
φ ：緯度(deg) 
λ ：経度(deg) 
tG ：協定世界時(h) 
t’ ：１年の始めを起点として数えた日数(1/1=0、12/31=364) 
h ：太陽の時角(deg) 
δ ：太陽の赤緯(deg) 

以上の手法を用いて、実際に計算した例をFig. 5-2に示す。気象データは 2017/2/9 06(UTC)
の GPV データを用いている。 
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Table 5-2 MSM データの仕様 
項目 内容 

配信回数 1 日 8 回 
初期時刻 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21(UTC) 

配信時刻 
00, 06, 12, 18(UTC)：初期時刻＋2 時間 10 分頃 
03, 09, 15, 21(UTC)：初期時刻＋2 時間 30 分頃 

予報時刻 
地上 初期時刻から 39 時間、1 時間間隔 
上層 初期時刻から 39 時間、3 時間間隔 

範囲 北緯：22.4°～47.6° 東経：120°～150° 
水平方向 
解像度 

地上 南北 0.05°×東西 0.0625°(505×481 メッシュ) 
上層 南北 0.1°×東西 0.125°(253×241 メッシュ) 

鉛直方向 上層 
16 層: 1000, 975, 950, 925, 900, 850, 800, 700, 600, 500, 400, 300, 250, 
200, 150, 100(hPa) 

気象要素 
地上 

海面更正気圧, 地上気圧, 地上 10m 東西方向風速成分, 
地上 10m 南北方向風速成分, 気温, 相対湿度, 時間降水量, 雲量 

上層 
高度, 東西方向風速成分,南北方向風速成分, 気温, 上昇流,  
相対湿度(300hPa まで) 
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底高度<7,000ft の場合は Table5-6 から抽出した日射インデックスから 2 を差し引く。雲底

高度≧7,000ft の場合は同様に 1 を差し引き、雲量 10/10 の場合は 1 を差し引く。これらの

いずれの条件にも適合しない場合は修正の必要はない。 
ここで、太陽高度 θ の算出方法を示す。太陽高度 θ は放出地点の緯度・経度及び日時から、

[10]式から計算される。 
sin𝜃𝜃 = 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ sin 𝛿𝛿 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠 ∙ cos 𝛿𝛿 ∙ cosh 

 
δ = 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠−1{0.39795 ∙ sin (𝜔𝜔 − 1.355074)} 

ω = 𝑀𝑀 + 0.033439 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑀𝑀 + 0.000349 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠2𝑀𝑀 
𝑀𝑀 = 0.017214 ∙ (𝑡𝑡′ − 2.36) 

 

[10] 

 
θ ：太陽高度(deg) 
ξ ：天頂角(deg)(=90°-θ) 
φ ：緯度(deg) 
λ ：経度(deg) 
tG ：協定世界時(h) 
t’ ：１年の始めを起点として数えた日数(1/1=0、12/31=364) 
h ：太陽の時角(deg) 
δ ：太陽の赤緯(deg) 

以上の手法を用いて、実際に計算した例をFig. 5-2に示す。気象データは 2017/2/9 06(UTC)
の GPV データを用いている。 
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Table 5-3 LFM データの仕様 
項目 内容 

配信回数 1 日 24 回 
初期時刻 毎正時(UTC) 
配信時刻 初期時刻＋1 時間 30 分頃 

予報時刻 
地上 初期時刻から 9 時間、30 分間隔 
上層 初期時刻から 9 時間、1 時間間隔 

範囲 北緯：22.4°～47.6° 東経：120°～150° 
水平方向 
解像度 

地上 南北 0.02°×東西 0.025°(1261×1201 メッシュ) 
上層 南北 0.04°×東西 0.05°(631×601 メッシュ) 

鉛直方向 上層 
16 層: 1000, 975, 950, 925, 900, 850, 800, 700, 600, 500, 400, 300, 250, 
200, 150, 100(hPa) 

気象要素 
地上 

海面更正気圧, 地上気圧, 地上 10m 東西方向風速成分, 
地上 10m 南北方向風速成分, 気温, 相対湿度, 時間降水量, 雲量 

上層 
高度, 東西方向風速成分,南北方向風速成分, 気温, 上昇流,  
相対湿度(300hPa まで) 

 
Table 5-4 ターナーの安定度階級 

階級 安定度 

1 強不安定 

2 不安定 

3 やや不安定 

4 中立 

5 やや安定 

6 安定 

7 強安定 
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Table 5-5 風速と実効日射インデックスに対する安定度分類 

風速 
(m/s) 

実効日射インデックス 
4 3 2 1 0 -1 -2 

0～1.0 1 1 2 3 4 6 7 
1.0～2.1 1 2 2 3 4 6 7 
2.1～3.1 1 2 3 4 4 5 6 
3.1～3.6 2 2 3 4 4 5 6 
3.6～4.1 2 2 3 4 4 4 5 
4.1～5.1 2 3 3 4 4 4 5 
5.1～5.7 3 3 4 4 4 4 5 
5.7～6.2 3 3 4 4 4 4 4 

>6.2 3 4 4 4 4 4 4 
 

Table 5-6 太陽高度に対する実効日射インデックス 
太陽高度 θ(deg) 日射強度 日射インデックス 

60°<θ 強 4 
35°<θ≦60° 中 3 
15°<θ≦35° やや弱 2 
θ≦15° 弱 1 
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Fig. 5-2 GPV データによる大気安定度の比較 

(a) LFM(0.025 定メッシュ)、(b) MSM(0.0625R メッシュ) 
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5.2.2.3 地上気象観測値 
評価対象領域内のモニタリングポスト、アメダス等の地上気象観測値から気流場を計算す

る。評価対象領域におけるサイト気象、モニタリングポスト、気象官署及びアメダス等にお

ける地上気象観測値から、線形内挿により風速場を計算する。実測値を用いるため、拡散計

算では気象観測時刻と同じ気象条件が続くと仮定した計算となる。また、鉛直方向の風速成

分は得られないため、プルームの上下移動については考慮しない。 
 ある高さ z における任意地点(x,y)の風速成分(u,v,w)は[11]式から計算される。ここで、

w 成分は 0 とする。 

∑∑
==





















×=

nws

iws iws

nws

iws
iws

iws R
U

R
zyxU

1
2

1
2

101),,(
 

∑∑
==





















×=

nws

iws iws

nws

iws
iws

iws R
V

R
zyxV

1
2

1
2

101),,(
 

0),,( =zyxW  

[11] 

nws ：観測点の数 
U0iws ：iws 番目の観測点における風速の u 方向成分(m/s) 
V0iws ：iws 番目の観測点における風速の v 方向成分(m/s) 
Riws ：iws 番目の観測点から任意地点(x,y)までの距離(m) 

サイト気象やモニタリング地点において大気安定度が入手できる場合はそれを使用するが、

何らかの理由でデータが得られない場合は、気象官署の観測値から推定する。気象官署のデ

ータには、全天日射量、気温、露点温度及び雲量があるため、パスキル安定度階級分類 38, 39) 

から大気安定度を推定することができる。日中と夜間におけるパスキル安定度階級分類を

Table 5-7 および Table 5-8 に示す。日中については風速と全天日射量、夜間について風速と

放射収支量もしくは雲量によって分類される。なお、拡散計算に際しては、中間安定度 A-B、

B-C 及び C-D はそれぞれ B、C、D に含める。また、夜間の風速 2m/s 未満の G は F に含め

る。雲底高度 LCL は気温と露点温度から、[12] 式(ヘニングの式)によって計算する。 
𝐿𝐿𝑅𝑅𝐿𝐿 = 125 ∙ (𝑇𝑇 − 𝑇𝑇𝑑𝑑) [12] 

LCL ：雲底高度(m) 
T ：気温(℃) 
Td ：露点温度(℃) 
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Fig. 5-2 GPV データによる大気安定度の比較 

(a) LFM(0.025 定メッシュ)、(b) MSM(0.0625R メッシュ) 
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Table 5-7 パスキル安定度階級分類(日中) 

風速 
U(m/s) 

日中 日射量 T(kW/m2) 
T≧0.6 0.6>T≧0.3 0.3>T≧0.15 0.15>T 

U≦2 A A-B B D 
2<U≦3 A-B B C D 
3<U≦4 B B-C C D 
4<U≦6 C C-D D D 

U≧6 C D D D 
 

Table 5-8 パスキル安定度階級分類(夜間) 

風速 
U(m/s) 

夜間 放射収支量 Q(kW/m2) 夜間 雲量(※) 

Q≧-0.02 
-0.02>Q 
≧-0.04 

-0.04>Q 
本雲 

(8～10) 

上層雲 
(5～10) 

中･下層雲 
(5～7) 

雲量 
(0～4) 

U≦2 D G G D G G 
2<U≦3 D E F D E F 
3<U≦4 D D E D D E 
4<U≦6 D D D D D D 

U≧6 D D D D D D 
※雲量が全雲量しかない場合は、雲底高度 5,000m 以上を上層雲、 

2,000m 以上 5,000m 未満を中層雲、2,000m 未満を下層雲とする。 
 
5.2.3 比較検討 

ガウスパフモデルに対して 5.2.2.1、5.2.2.2、5.2.2.3 にて候補として挙げた気象モデルの

組み合わせた放射性プルーム拡散計算を行い、各気象モデルの比較検討を行った。比較のた

め、粒子モデルと気象モデルを用いた RAMS/HYPACT コードでより精緻な計算を行い Table 
5-9 に示す 4 ケース間で放射性プルーム濃度分布の比較を行った。放射性プルーム拡散計算

は福島県全域を評価範囲とし、福島第一原子力発電所から 2017 年 2 月 28 日 15:00 に放射性

核種の放出を開始したと仮定して計算を行った。計算条件を Table 5-10 に示す。 
各ケースでの放出開始時刻における風速場を Fig. 5-3 および 5-4 に示す。この風速場を用

いて放射性プルームの移流経路の計算を行った結果を Fig. 5-5 に示す。Fig. 5-5 (a)はケース

1 の一様風を用いた場合であり、移流経路は南西方向に一直線に伸びている結果となった。

Fig. 5-5 (b)の MSM データを使用した結果と Fig. 5-5 (c)の LFM モデルを使用した結果はど

ちらも移流経路の前半部分は西南方向に移流した後、西方向へ、さらにその後、再び西南方

向に移流方向が変化している。移流方向の傾向は類似しているが、放射性プルーム濃度分布

には差が生じている。これは、メッシュの大きさの違いが原因であると考えられる。一方、

Fig. 5-5 (d)の RAMS/HYPACT の結果は他ケースの結果と比較して、移流経路が長く伸びて

いる。これは、ガウスパフモデルが水平方向 2 次元の風速場を考慮した計算を行っているの

に対して RAMS/HYPACT は鉛直方向の風速も考慮しているため、3 次元的な放射性プルー

ムの移流を計算しており、放射性プルームが起伏のある地形を乗り越えて西側に移動したた
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Table 5-7 パスキル安定度階級分類(日中) 
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U≦2 A A-B B D 
2<U≦3 A-B B C D 
3<U≦4 B B-C C D 
4<U≦6 C C-D D D 

U≧6 C D D D 
 

Table 5-8 パスキル安定度階級分類(夜間) 
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夜間 放射収支量 Q(kW/m2) 夜間 雲量(※) 
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(8～10) 
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(5～10) 

中･下層雲 
(5～7) 

雲量 
(0～4) 

U≦2 D G G D G G 
2<U≦3 D E F D E F 
3<U≦4 D D E D D E 
4<U≦6 D D D D D D 

U≧6 D D D D D D 
※雲量が全雲量しかない場合は、雲底高度 5,000m 以上を上層雲、 

2,000m 以上 5,000m 未満を中層雲、2,000m 未満を下層雲とする。 
 
5.2.3 比較検討 

ガウスパフモデルに対して 5.2.2.1、5.2.2.2、5.2.2.3 にて候補として挙げた気象モデルの

組み合わせた放射性プルーム拡散計算を行い、各気象モデルの比較検討を行った。比較のた

め、粒子モデルと気象モデルを用いた RAMS/HYPACT コードでより精緻な計算を行い Table 
5-9 に示す 4 ケース間で放射性プルーム濃度分布の比較を行った。放射性プルーム拡散計算

は福島県全域を評価範囲とし、福島第一原子力発電所から 2017 年 2 月 28 日 15:00 に放射性

核種の放出を開始したと仮定して計算を行った。計算条件を Table 5-10 に示す。 
各ケースでの放出開始時刻における風速場を Fig. 5-3 および 5-4 に示す。この風速場を用

いて放射性プルームの移流経路の計算を行った結果を Fig. 5-5 に示す。Fig. 5-5 (a)はケース

1 の一様風を用いた場合であり、移流経路は南西方向に一直線に伸びている結果となった。

Fig. 5-5 (b)の MSM データを使用した結果と Fig. 5-5 (c)の LFM モデルを使用した結果はど

ちらも移流経路の前半部分は西南方向に移流した後、西方向へ、さらにその後、再び西南方

向に移流方向が変化している。移流方向の傾向は類似しているが、放射性プルーム濃度分布

には差が生じている。これは、メッシュの大きさの違いが原因であると考えられる。一方、

Fig. 5-5 (d)の RAMS/HYPACT の結果は他ケースの結果と比較して、移流経路が長く伸びて

いる。これは、ガウスパフモデルが水平方向 2 次元の風速場を考慮した計算を行っているの

に対して RAMS/HYPACT は鉛直方向の風速も考慮しているため、3 次元的な放射性プルー

ムの移流を計算しており、放射性プルームが起伏のある地形を乗り越えて西側に移動したた
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めである。実際に作成する放射性プルーム拡散予測プログラムでは、ガウスパフモデルに鉛

直方向のパフの移動を考慮した計算が必要となる。 
 

Table 5-9 検討に用いたモデルのケース 

Case 
気流解析モデル 

拡散モデル 
概要 時間変化 鉛直流 

1 サイト気象による 
一様風 なし なし パフモデル 

2 MSM データ 1 時間毎+時間内挿 なし パフモデル 

3 LFM データ 1 時間毎+時間内挿 なし パフモデル 

4 気象モデル 1 時間毎+時間内挿 あり 粒子モデル 

 
Table 5-10 放射性プルーム拡散計算条件 

項目 内容 

評価範囲 福島県全域 

放出点 
福島第一原子力発電所 
緯度：37.421389(deg) 
経度：141.033611(deg) 

放出開始日時 2017/2/28 15:00(JST) 

放出率 1Bq/h 

放出高さ 地上 100m 

放出継続時間 1h 

大気安定度 D 

計算期間 6h 

出力間隔 10min 

 

JAEA-Research 2017-012

- 39 -



JAEA-Research 2017-012 

- 40 - 

 
 

 
Fig. 5-3 放出開始時刻(2017/2/28 15:00(JST))の風速場の比較 (1/2) 

(a)ケース 1：サイト気象による一様風、(b)ケース 2：MSM データ 
 

(a) 

(b) 
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Fig. 5-3 放出開始時刻(2017/2/28 15:00(JST))の風速場の比較 (2/2) 

(c)ケース 3：LFM データ、(d)ケース 4：気象モデル 
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Fig. 5-5 各モデルによる時間積算濃度分布計算結果の比較 

 
5.2.4 放射性プルーム拡散予測プログラムの仕様 

前節までの検討に基づき、放射性プルーム拡散予測プログラムを試作した。試作版の基本

的な構成は以下に示す(1)～(3)の通りである。 
(1) 風速場の作成 
風速場は GPV データから以下の手順で各評価時刻の風速場を計算する。 
① 等緯度経度データである GPV 地上データの U 成分(緯度方向)、V 成分(経度方向)を読み

込み、XY 直交座標メッシュへ内挿して 1 時間ステップの風速場を作成する。 

(a) (b) 

(c) (d) 
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② 各メッシュの大気安定度は、5.2.2.2 項の記述に従い GPV データから計算した後、XY
直交座標メッシュへ内挿する。 

③ 風速ベクトル及び大気安定度を前後の１時間ステップの風速場から線形内挿して、評価

時刻における風速場を計算する。 
(2) パフの移流および拡散 

パフの移流および拡散は 5.2.1 項で示したガウスパフモデルを用いて計算を行う。パフの

中心位置の風速ベクトル及び大気安定度は、「評価時刻の風速場」から線形内挿して計算する。

鉛直方向のパフの移動については、移動後のパフの中心位置直下の地表面の標高と、放出地

点の標高、放出高さから、以下の[13]式により、パフの中心位置の標高を求める。 
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[13] 

Zp ：パフ中心の標高 (m) 
e0 ：放出地点の地表面の標高 (m) 
H ：放出高さ (m) 
e ：パフの中心位置直下の地表面の標高 (m) 

以上のように、鉛直方向のパフの移動を考慮することによって、地形に遮断されることなく

パフが移流することができる。拡散パラメータはパフの移動距離 di から以下の[14]式を用い

て計算する。 
9031.0

, iyih dA ⋅=σ  

q
iziz dA ⋅= ,,σ  

[14] 

Ay ：水平方向の拡散パラメータの係数 (m m-0.9031) 
di ：パフ i の総移動距離 (m) 
Az ：鉛直方向の拡散パラメータの係数 (m m-q) 
q ：鉛直方向の拡散パラメータのべき係数 (-) 

 
[11]式で用いられる各係数は大気安定度およびパフの総移動距離に従い、Table 5-11 から求

める。鉛直方向の拡散係数は Table 5-11 に示す大気安定度別の混合層高度が上限となる。 
 (3) 出力ファイル 

放射性プルーム拡散予測プログラムでは以下のファイルを出力する。 
・パフの流跡線データファイル 
パフの流跡線データファイルは、パフの中心位置の緯度経度・高さ、中心位置の濃度等の

情報をパフ毎に出力したテキスト形式のファイルである。このファイルのデータを元にして

フライトプランを作成することを想定している。 
・空気中濃度等の空間分布データファイル 
空気中濃度及び風速ベクトルの空間分布は netCDF 形式で出力する。netCDF 形式は様々
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な可視化ソフトが対応している。本プログラムの出力ファイルを、フリーの可視化ソフトで

ある VisIt で可視化したものを Fig. 5-6 に示す。 
 

Table 5-11 拡散パラメータ式の係数 

大気安定度 
Stability 

Ay 
d＜0.1 km 

0.1 km≦d＜1 
km 

1 km≦d 混合層 
高度 (m) 

AZ q AZ q AZ q 
A 0.3658 0.192 0.936 0.00066 1.941 0.00024 2.094 1600 
B 0.2751 0.156 0.922 0.0382 1.149 0.055 1.098 1200 
C 0.2089 0.116 0.905 0.113 0.911 0.113 0.911 800 
D 0.1471 0.079 0.881 0.222 0.725 1.26 0.516 560 
E 0.1046 0.063 0.871 0.211 0.678 6.73 0.305 320 
F 0.0722 0.053 0.814 0.086 0.74 18.05 0.18 200 
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Fig. 5-5 地表空気中濃度と風速ベクトルの可視化結果 

 
5.3 フライトプラン作成アルゴリズムの設計 
 大気拡散シミュレーション結果を基に放射性プルームの全体像を 3 次元的に把握できるよ

うなフライトプラン作成のためのアルゴリズムの検討を行った。無人飛行機は放射性プルー

ムに到達後、放射性プルームに追従しながら測定を行い、移流・拡散状況の把握を行う。フ

ライトプランの作成には、離陸前に最初に到達目標とする放射性プルーム位置の設定、飛行

条件に応じた飛行測線の設定が必要となる。また、大気拡散シミュレーション予測結果を基

にしてフライトプランを作成した場合でも、予測値から実際の放射性プルームの挙動が逸脱

している場合も予想される。その場合に備えて、探索アルゴリズムの検討も併せて必要であ

る。 
 
5.3.1 大気拡散予測計算を基にしたフライトプラン作成アルゴリズム 

本アルゴリズムでは、放出開始時刻から無人機による測定終了時刻までの 3 次元大気中濃

度分布の時系列データを用いて得られる移流経路情報からフライトプランの作成を行う。一

連のフライト経路は離陸、プルーム追跡、測定、帰還、着陸に分類できる(Fig. 5-6)。離陸経

Vector 

Var: vec 

Units: ms-1 
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路と着陸経路はユーザーにより指定する。プルーム追跡経路、測定経路、帰還経路は大気拡

散シミュレーション結果と最大飛行時間を基に設定する。 
フライトプラン作成フロー図を Fig. 5-8 に示す。大気拡散シミュレーション開始からフラ

イトプラン作成までの手順は以下の①～⑦の通りである。 
① 放出開始時刻、計算期間、測定開始時刻、測定終了時刻を設定する。 
② 放出開始時刻から測定終了時刻まで、単位時間放出による 10 分ごとの放射性物質の移

流・拡散シミュレーションを行う。 
③ ②の全結果から、各時間において最大濃度となった放射性雲の位置情報を抽出する。 
④ ③で得られた最大濃度地点のうち、最短で到達できるものを選択する。 
⑤ ④で選択した放射性雲へ飛行し、突入する。 
⑥ 到達後は、最大濃度点に追従するように風下方向へ蛇行して飛行する。 
⑦ 帰還限界に近付いたら基地に向かって飛行する。 
測定終了点は飛行可能時間から離陸時間、追跡時間を差し引いた残時間内で帰還時間、着

陸時間を確保できる測定時間の設定を行い、測定時間を巡航速度で乗じた値として算出する。 
測定経路内では無人航空機はプルームの移流経路に合わせて飛行を行うが、移流経路に沿っ

て飛行を続けるとプルームを追い越してしまう可能性があるため、Fig. 5-9 に示すように無

人飛行機の飛行経路を蛇行させて、プルームの移流方向に対する無人飛行機の移動速度をプ

ルーム移流速度に同調させる。蛇行測線の波長 L はプルーム予測時間間隔の 2 倍の間にプル

ームが進む距離とする。また、振幅 R は波長と追従ステップ s から以下の[15]式で計算する。 
R = �(𝑐𝑐 2⁄ )2 − (𝐿𝐿 4⁄ )2 [15] 

ただし、波長が追従ステップ飛行距離の 2 倍以上の場合は、蛇行経由地点を追加せず、直線

的に飛行する。また、追従プルーム経路の各経由地点の直線飛行距離を算出し、最大飛行距

離を超える場合はその経由地点以降を削除する。 

 
Fig. 5-7 フライトの流れ 
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x

y
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JAEA-Research 2017-012

- 46 -



JAEA-Research 2017-012 

- 47 - 

 
Fig. 5-8 フライトプラン作成フロー 

 

 
Fig. 5-9 蛇行飛行の概要 

 
5.3.2 放射性プルーム探索アルゴリズムの検討 
 大気拡散予測計算の結果が実際の放射性プルームの挙動と大きく異なっていた場合、フラ

イトプランに沿った飛行を行っても放射性プルームを捉えることができない。そのため、測

定値を基にプルームを探索し、適切な放射性プルームの測定が行えるフライトプランに修正

する必要がある。そこで、放射性プルーム探索を行うアルゴリズムの検討を行う。 
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 放射性プルーム拡散予測に基づいて設定された測定開始点に無人飛行機が到達した場合、

以下の①～③の状況が考えられる。 
① 放射性プルーム拡散予測通りに放射性プルームに到達できておらず、測定結果も得られ

ていない。 
② 放射性プルーム拡散予測通りに放射性プルームに到達できていないが、何らかの測定値

が得られた。 
③ 放射性プルーム拡散予測通りに放射性プルームに到達できた。 
 ①の場合、サイト固有の情報などから半固有の探索経路を予め与えるか、シミュレーショ

ンの結果を頼りに可能性の高い場所を探索する経路を生成する必要があると考えられる。 
 ①により、②の状態に移行した場合は、次の手順としてプルームの中心に近づくことを目

標とした探索が必要となる。この探索に用いるアルゴリズムとして、Artificial Bee Colony 
アルゴリズム、Particle Swarm Optimization アルゴリズムの検討を行ったが、アルゴリズ

ムの性質上、本目的には不適当という結論に至った。そこで、数値計算における関数の最小

化アルゴリズムの適用を検討した。その中でも、多次元領域の探索に有用であると考えられ

る Powell38)の方法について検討する。 
 ③では、プルームの広がりを把握することを目標とする。しかし、プルームに到達して③

の状態に至ってもプルームを再び見失う可能性があるため、継続的にプルームの中心あるい

はそれに相当するものを追跡していく必要がある。したがって、③のアルゴリズムは②で検

討する関数の最小化アルゴリズムを修正・拡張していくことが有効であると考えられる。 
 以降に②の状態での利用が検討される関数の最小化アルゴリズム、③の状態での利用が検

討される関数の最小化アルゴリズムを修正した手法として、探索範囲を制限した最大濃度位

置探索アルゴリズムについて記述する。 
 
5.3.3 関数の最小値アルゴリズム 

 数値計算における関数の最小化の中でも Powell の方法は多次元領域の探索に有用であ

る。Powell の方法では以下の(1)-(3)の手順で探索が行われる。 
(1) 出発点 A から一筆書き的に探索領域の基底ベクトルに沿って最小点を探す。 
(2) 出発点 A から(1)の最終最小点 B へのベクトルに沿って最小点を探して、これを解候

補および次の出発点とする。 
(3) A から B への単位ベクトルを、一筆書き的に探すベクトル群の１つと入れ替えて(1)

に戻る。 
一般的な Powell の方法では方向集合は最終的に互いに共役となるが、実際には線形従属

になる傾向がある。そこで、厳密でない代わりに簡単な方法として、最大減少方向を捨てる

Powell の方法(修正 Powell 法)がより適応可能であると考えられる。しかし、以下のような

課題がある。 
・飛行機を直線に沿って放射能濃度の最大点まで飛行した場合、プルームの放出点まで遡

ってしまうという事象の発生 
・プルーム中心の上方もしくは下方を飛行している場合、無人飛行機が鉛直に飛行できな

いという性質上、平行方向に探索し続けても目標となる放射性プルーム中心に到達できない

場合があるということ。 
無人飛行機が鉛直方向に飛行できないことから、修正 Powell 法の適用は水平方向 2 次元

の探索のみとし、鉛直方向の探索は他の手法を検討する必要がある。 
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水平方向の探索において、プルームの濃度分布としてガウス分布を考えた場合、平行する

二つの直線状における最大濃度点を直線でつなぐと、ガウス分布の中心を通る。先述の

Powell 法の計算手順(1)-(3)において、最初の直線飛行で観測した最大濃度点を出発点とし、

これに直交する方向と平行する方向を探索に使用すると、先述の計算手順(1)-(3)の 1 巡でガ

ウス分布の中心に到達することになる(Fig. 5-10)。実際には、理想的なガウス分布でないた

め複数回繰り返す必要がある。直交する 2 つの水平方向の直線にて、最大濃度点の移動が発

生しない場合、これをその高度における最大濃度点とし、鉛直方向の探索に切り替える。 
鉛直方向の探索では、異なる高度による水平飛行による測定を行う。プルームに到達した

と判断して探索を終了しない限り、最終的には、濃度の高い高度を挟み込みによって探索す

ることを目指す。ただし、その過程で、より濃度が高い高度・水平位置を発見するだろうが、

その場合そこから水平方向の探索に繋げることで、水平方向と鉛直方向を交互に探索するこ

とにする。最大濃度高度の挟み込みを行うには、まずその出発点として、最大濃度高度を含

む区間を探す必要があるが、その区間の探索自体が異なる高度の測定を必要とする。水平方

向の探索中に得られた情報からプルームの拡散具合を鉛直方向にも仮定する。プルームの濃

度分布の局所的近似として、風速の影響を受けて水平方向の 1 方向に伸びた分散したガウス

分布を考え、水平方向で直交する 2 つの直線上の分散から垂直方向の分散の取りうる値を類

推する。プルームの濃度の近似として[16]式のガウス分布 G(x,y,z)を考える。ただし、各方

向の広がり係数σx、σy、σz について、𝜎𝜎𝑥𝑥 ≥ 𝜎𝜎𝑦𝑦 = 𝜎𝜎𝑧𝑧とする。 

𝐺𝐺(𝑒𝑒,𝜎𝜎, 𝜎𝜎) = 𝑎𝑎 ∙ exp �−
𝑒𝑒2

2𝜎𝜎𝑥𝑥2
−

𝜎𝜎2

2𝜎𝜎𝑦𝑦2
−

𝜎𝜎2

2𝜎𝜎𝑧𝑧2
� 

[16] 

プルームの中心を原点とし、風速の影響を受けて x 方向に分散が大きくなったとし、次に高

度一定にて x 軸に対し角度θで濃度を測定することを考える。x 切片 x0 からの距離 s に対し

て、x および y が[17]式のように表せるとする。 

�𝑒𝑒 = 𝑒𝑒0 + 𝑐𝑐 cos𝜃𝜃
𝜎𝜎 = 𝑐𝑐 sin𝜃𝜃  

[17] 

[16]式および[17]式から、s に対する分散σs は[18]式のように表せる。 
1
𝜎𝜎𝑠𝑠2

=
cos2 𝜃𝜃
𝜎𝜎𝑥𝑥2

+
sin2 𝜃𝜃
𝜎𝜎𝑦𝑦2

 
[18] 

また、s と水平方向で直交、すなわち、角度θ+90°の測定にて分散σt が得られていたとす

ると、[19]式を得ることができる。 
1
𝜎𝜎𝑡𝑡2

=
sin2 𝜃𝜃
𝜎𝜎𝑥𝑥2

+
cos2 𝜃𝜃
𝜎𝜎𝑦𝑦2

 
[19] 

ここで、[18]式と[19]式の和から以下の[20]式が得られる。 
1
𝜎𝜎𝑠𝑠2

+
1
𝜎𝜎𝑡𝑡2

=
1
𝜎𝜎𝑥𝑥2

+
1
𝜎𝜎𝑦𝑦2

 [20] 

分散σx の取りうる値はσy から∞であり、これより、(σy)2 すなわち(σz)2 の取りうる範囲は

1/(1/σs2+1/σt2)の 1 倍から 2 倍までとなる。プルーム探索の初期では、半値半幅を鉛直方向

探索における初期区間探索の刻み幅とする。なお、初期区間を探す過程でも、より濃度が高

い高度・水平位置を発見した場合は、そこから水平方向の探索に繋げるものとする。最大濃

度高度を含む初期区間が決定した場合、挟み込みでこれを探索する。基本的なアルゴリズム

は、測定済みの 3 点の高度にガウス関数への補間を行い、そのガウス関数の中心を次の探索

高度として飛行機を飛ばして測定し、計 4 点の測定済み高度から適切な 3 点を選んでこれを
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繰り返す。ガウス関数の補間が不適切な場合は、黄金分割法をその代わりに用いる。この探

索の過程で、より濃度が高い高度・水平位置を発見すると考えられるが、その場合、そこか

ら水平方向の探索に繋げることにより、水平方向と鉛直方向を交互に探索することにする。

また、探索中にプルームに到達したと判断する規定濃度を測定し、探索を終了するよう基準

を設ける。 
 

 
Fig. 5-10 放射性プルームの水平方向探索手順 

 
5.3.4 探索範囲を制限した最大濃度位置探索アルゴリズム 

UARMS の飛行速度は 30 m/s と風速を無視できる程度の速度ではないため、測定中にお

けるプルームの移流・拡散・変動を無視することができない。よって、プルーム内を隈なく

探査するのではなく、プルームの中心を追跡する手順の中でその周囲を測定することが現実

的である考えられる。放射性プルームから離れることなく測定を継続していくため、以下の

(1)-(2)の手順を繰り返しながら測定を行う必要がある。 
(1) 抽出領域における最大濃度点の水平・鉛直方向の測定・算出を行う。 
(2) その最大濃度がプルーム境界濃度に達していない場合、最大濃度点を起点として新たな

抽出領域を定める。プルーム境界濃度に達している場合は最大濃度点を基に最遠プルーム境

界濃度点を求め、この点を起点として新たな抽出領域を定める。 
 抽出領域内の最大濃度点を求める方法として、直線上の測定において、最大濃度が極大点

として抽出領域内に発見できる限り、5.3.3 項の手順②で行う領域内探索を実行する。直線上

の測定にて濃度が上昇する方向に向かうと抽出領域の境界線にぶつかる場合は境界線上を探

索する方法(境界線探索)に切り替える。 
 境界線探索では、濃度が上昇する方向に向かうことによって他の境界線と交差する場合、

交差した境界線にて探索の続きを行う。ここで、2 つの境界線の交点がそれぞれの境界線に

おける最大濃度点であることが分かった場合は、この交点を抽出領域内の最大濃度点と見な

す。境界線上で最大濃度となる極大点が見つかった場合は、これに直交する直線上の測定を

行い、濃度の上昇方向が抽出領域内側に向いていれば領域内部探索に切り替え、外側に向い

ていればこの極大点を抽出領域内の最大濃度点と見なす。最遠プルーム境界濃度点を求める

手続きは以下の(1)-(3)の通りである(Fig. 5-11)。 
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(1)  放出点を原点とした直線にてプルームの内部から外部への境界点を求める。 
(2)  (1)の直線と直行な直線にて、プルームの 2 つの境界点および最大濃度点(もしくは 2 つ

の境界点の中点)を求める。 
(3)  2 つの境界点の距離が許容距離以下になるまで(1)と(2)を繰り返し、得られた境界点を

最遠境界点と見なす。 
実際には、最遠か否かの判断は放射性プルームの一部分だけからでは判断できず、局所的

に凸であればそこに収束する可能性がある。特に、プルームが山脈などの影響で分離してい

るような複雑な形状になった場合は、どの放射性プルームを追跡するかは人の手で介入する

ことが必要になると考えられる。 
 

 
Fig. 5-11 最遠プルーム境界濃度点を求める手順 

 
 
5.4 フライトプラン作成アルゴリズムの試作 

放射性プルーム拡散予測計算および無人飛行機による測定データを 3 次元的に表示する手

法を検討する。3 次元描画のためのソフトウェアとして、ParaView/VTK を選定した。

ParaView はデータ分析及び 3D 描画を行うことのできる高機能なアプリケーションで、オ

ープンソースで公開されている。ParaView は Visualization Tool Kit(VTK)という 3D 描画

エンジンを用いて作成されており、ParaView 上で構築した描画構造を用いて、VTK を用い

た独自のアプリケーションを作ることができるようになっている。米国の公的な研究機関な

どで多くの実績を持ち、我々の用途にも十分であると考えられる。 
 地形情報の上へのプルームを描画では、Volume Rendering を行う。本可視化ソフトの目

的の一つに、プルームの大きさの把握があるため、濃度が健康被害に及ぶ閾値に達していな

いグリッドは、あらかじめ Volume Rendering の対象から除外しておく。これにより、プル

ームの境界を形成することができる。また、プルーム内の濃度分布の表示は白から黒へのグ

ラデーションを濃度の対数に対して割り当てることによって表示する。Fig. 5-12 に地形にプ

ルームを重ねた描画を示す。プルーム内部の濃度の情報について定量的に把握するため、プ

ルームの断面にて濃度分布を表示する。プルームの断面として、海抜高度を指定した水平断
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面(Fig.5-13 (a))と地形に沿った均一対地高度の断面(Fig.5-13 (b))が考えられる。また、水平

方向断面濃度分布をより定量的に把握するため、コンター画像も有益であると考えられる。

Fig.5-14 は Fig.5-13 (b) の分布をコンター処理したものである。 
UARMS により測定される、大気中濃度及び線量率データを 3 次元で表示する方法を検討

する。計算によるプルームの予測と UARMS による測定データは、画面のカメラ操作(視点操

作)を同期させた別画面で表示する。また、測定データの表示は、測定値に対応するカラーの

広がりと飛行の軌跡を地形上に描画する(Fig.5-15)。ここで、測定された濃度は時間の経過と

共に移流・拡散を生じるため、測定結果の表示は点的な表示よりも単純に測定点からのガウ

シアンによる表現にて、濃度に応じたカラーにて、透明度を持たせて表示させる。透明度は、

計測時刻からの時間経過に応じて透明化させていく方法の他、すべての測定を同等の透明度

で表示させる方法も用意し、用途に応じて切り切り替えを行う。 
 

  
Fig. 5-12 放射性プルーム描画例 

 

  
Fig. 5-13 水平方向濃度分布 

 (a) 海抜高度を指定した水平断面、(b) 地形に沿った均一対地高度の断面 
 

(a) (b) 
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Fig. 5-14 プルーム濃度のコンター画像 
 

 
Fig. 5-15 放射性プルーム拡散予測結果と測定結果の同視点表示結果 

(左)放射性プルーム濃度分布、(右)飛行測線と測定結果  
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Fig. 5-14 プルーム濃度のコンター画像 
 

 
Fig. 5-15 放射性プルーム拡散予測結果と測定結果の同視点表示結果 

(左)放射性プルーム濃度分布、(右)飛行測線と測定結果  
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6. まとめと今後の予定 
 

3 ヶ年で計画している無人機を用いたプルームの測定技術の開発を行った。初年度となる

平成 28 年度は、プルームを測定するための検出器の基礎設計及び基礎データの取得及びフ

ライトプランを決定するためのアルゴリズムの開発を実施した。検出器の基礎設計では、計

算シミュレーションを用いた検討を元に、プルームからの寄与と地上からの寄与を弁別する

ために複数の検出器の同時計数を利用することの有効性を確認した。シミュレーション結果

を基に試作機を開発し、線源やラドンチャンバを用いた実測試験を実施した。 
フライトプランアルゴリズムの開発では、既存の拡散シミュレーションをベースとしてプ

ルームの放出例を計算し、測定に必要なフライト手法を抽出した。また、プルームを探索す

るためのいくつかの探索アルゴリズムを検討した。さらに測定結果を 3 次元表示するための

手法を検討した。 
来年度以降、無人機に搭載するための実用機開発を行い、最終的には搭載試験を実施する

予定である。そのために検証する事項としては以下のことが考えられる。 
(1) プルーム内における機体の自己汚染の評価 
(2) 検出器の無人機搭載のための軽量化およびノイズ耐性等の最適化 
(3) 検出器の開発後、フライトプランおよび 3 次元可視化アルゴリズムのシステム化 
(4) システム統合後のフライト試験による問題点抽出 

 来年度以降の計画について Fig. 6-1 に示す。 
 

 

Fig. 6-1 プルーム測定事業の計画 
 
  

H28 (2016) H29 (2017) H30 (2017)

基礎設計（計算シミュレー
ション）

プルーム測定のための検出
器システムの開発

機体への自己汚染の評価

フライトプランアルゴリズム
の開発

測定結果の3次元可視化プ
ログラム

システムの統合

フライト試験の実施

試作機の開発 実用機の開発

計算＋紛体試験

基礎アルゴリズム開発

基礎アルゴリズム開発

システム開発

システム開発

H28 (2016) H29 (2017) H30 (2018) 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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